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参考資料－１ 

 

独立行政法人日本芸術文化振興会競争入札参加者注意書について（抜粋） 

 

令和２年１２月１７日 

改正 令和４年 １月３１日 

改正 令和５年１１月１０日 

独立行政法人日本芸術文化振興会理事長裁定 

 

 独立行政法人日本芸術文化振興会（以下「振興会」という）の発注する契約において、一般競

争または指名競争に参加しようとする競争入札参加者（以下「競争参加者」という。）が守らな

ければならない注意事項その他の取扱いについて下記に定める。 

 

記 

 

第１ 振興会の発注する契約において、一般競争または指名競争を実施する場合に競争参加者が

守らなければならない注意事項その他の取扱いについては、独立行政法人日本芸術文化振興

会会計規程（以下「会計規程」という。）、独立行政法人日本芸術文化振興会会計規程実施細則

その他の規程等に定めるもののほか、この競争入札参加者注意書の定めるところによるもの

とする。 

 

第１３ 競争参加者は、私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律（昭和二十二年法律

第五十四号）等に抵触する行為を行ってはならない。 

２ 競争参加者は、入札に当たっては、競争を制限する目的で他の競争参加者と入札金額又は入

札意思についていかなる相談も行わず、独自に価格を定めなければならない。 

３ 競争参加者は、落札者の決定前に、他の競争参加者に対して入札金額を意図的に開示しては

ならない。 

４ 競争参加者は、独立行政法人日本芸術文化振興会公正入札調査委員会が実施する公正な入

札の確保のための調査への協力を求められたときは、その求めに応じなければならない。 

 

第２６ 開札場には、競争参加者又はその代理人並びに入札執行事務に関係のある職員（以下

「入札関係職員」という。）及び第２５の立会い職員以外の者は入場することができない。 

第２７ 競争参加者又はその代理人は、入札開始時刻以後においては、開札場に入場すること

ができない。 

第２８ 競争参加者又はその代理人は、開札場に入場しようとするときは、入札関係職員に身

分証明書を提示し、又代理人をして入札させる場合においては入札権限に関する委任状を提
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出しなければならない。これらに加え物品の製造、物品の販売又は役務の提供等の競争契約に

係るものについては、全省庁統一資格の資格審査結果通知書（写）、建設工事の競争契約に係

るものについては、文部科学省における一般競争（指名競争）参加資格認定通知書（写）を提

出しなければならない。独立行政法人日本芸術文化振興会一般競争（指名競争）参加資格認定

通知書（写）も有効である。なお、上記の通知書（写）の提出は一般競争の場合に限り、指名

競争の場合は不要である。 

第２９ 競争参加者又はその代理人は、契約担当役が特にやむを得ない事情があると認めた場

合のほか、開札場を退場することができない。 

第３０ 開札場において、公正な執行を妨げようとした者は、開札場から退去させるものとす

る。 

第３１ 開札場において、公正な価格を害し、又は不正の利益を得るために連合した者は、開札

場から退去させるものとする。 

 

第４３ 契約の相手方は、契約保証金を別紙第３号様式の契約保証金納付書に添えて、出納命

令役に納付しなければならない。 

 

第４５ 契約保証金として納付する担保が保証事業会社の保証であるときは、当該担保の価値

は保証金額とし、契約の相手方は、当該保証を証する書類等を契約保証金納付書に添付して、

契約担当役に提出しなければならない。 

第４６ 契約の相手方は、保険会社との間に振興会を被保険者とする履行保証保険契約を結ん

だ場合には、当該契約に係る保険証券を契約担当役に提出しなければならない。 

第４７ 契約の相手方は、公共工事履行保証証券による保証を付する場合には、当該保証を証

する証券を契約担当役に提出しなければならない。 

第４８ 落札者は、契約上の義務履行前に契約保証金に代わる担保として提供した小切手がそ

の呈示期間を経過することとなるときは、当該小切手に代わる契約保証金を納付しなければ

ならない。ただし、出納命令役が、当該小切手の取立て及び当該取立てに係る現金の保管をし

た場合はこの限りではない。 

第４９ 落札者が納付した契約保証金又は契約保証金に代わる担保は、これを納付又は提供し

た者が契約上の義務を履行しないときは、振興会に帰属するものとする。 

第５０ 契約保証金又は契約保証金の担保は、契約に基づく給付が完了したときその他契約保

証金又は契約保証金に代わる担保を返還する事由が生じたときは、これを還付する。 

 

 

 

 附 則 

この要項は、令和２年１２月１７日から施行する。 
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附 則（令和４年１月３１日独立行政法人日本芸術文化振興会理事長裁定） 

この要項は、令和４年１月３１日から施行する。 

附 則（令和５年１１月１０日独立行政法人日本芸術文化振興会理事長裁定） 

この要項は、令和５年１１月１０日から施行する。 

 


